
災害時の歯科医療救護活動に関する協定書

福岡県(以下「甲」という。)と公益社団法人福岡県醤科医師会(以下「乙」という。)は、災害時

における歯科医療救護活動について、次のとおり協定を締結する。

(趣旨)

第1条 この協定は、国内において災害が発生した場合に、災害救助法(昭和22年10月18日法

j;¥律第118号)、災害対策基本法(昭和36年11月15日法律第223号)または福岡県地域防
ぺ災計画に基づき、甲が災害時に行う歯科医療救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項を定め

日る。

イ医療救護班の派遣)

第2条 甲は、災害救助法、災害対策基本法または福岡県地域防災計画に基づき、断ヰ医療救護活動

を実施する上で、必要があると認めた場合は、乙に対し、歯科医療救護班の編成及び派遣を要請す

るものとする。

2 乙は、前項の規定により甲から要請を受けた場合は、直ちに歯科医療救護班を編成し、災害現場

等の救護所等に派遣するものとする。

3 乙が派遣する歯科医療救護班は、原則として、県内において第4条に定める活動を行う。ただし、

甲が必要と認めた場合には、県外において活動を行うことができる。

4 乙が派遣する断ヰ医療救護班員は、派遣元である乙の職員として医療救護活動に従事する。

5 乙は、本県における災害において、緊急やむを得ない事情により、甲の要請を受ける前に歯科医

療救護班を編成し、派遣した場合は、速やかに甲に報告し、その承認を得るものとする。この場合、

甲が承認した乙の歯科医療救護班は、甲の要請に基づく歯科医療救護班とみなすものとする。

(災害医療救護計画)

第3条 乙は、歯科医療救護活動の円滑な実施を図るため、歯科医療救護班の編成、派遣その他歯科

医療救護の実施に関し、以下の項目を内容とする災害医療救護計画を策定し、これを甲に提出する

ものとする。

(1)乙内部の歯科医療救護組織及び指揮命令系統

(2)各断ヰ医療救護帝国哉の業務

(3)歯科医療救護活動の実施方法

ア 歯科診療所等の被災状況の把握、連絡体制、具体的応援要請、出動指令方式

イ 応援歯科医療救護班を含めた歯科医療救護班の現地指揮者

ウ 携帯医薬品、医療資器材等の内容

エ歯科医療救護班の輸送体制

オ訓練計画

カ その他必要な事項

2 乙は、災害医療救護計画を変更したときは、速やかに変更後の災害医療救護計画書を提出するも

のとする。

(歯科医療救護班の業務)

第4条 乙が派遣する歯科医療救護班は、甲又は市町村が避難所又は災害現場等に設置する救護所に



おいて、歯科医療救護を行うことを原則とする。

2 甲は、必要と認めた場合は、前項に規定する救護所のほか、被災地周辺の歯科医療救護活動が可

能な医療機関に救護所を設置できる。

3 樹ヰ医療救護班の業務は、次のとおりとする。

(1)歯科医療を要する傷病者に対する応急措置

(2)前号の傷病者の収容断ヰ医療機関への転送の要否及び転送順位の決定

(3)転送困難な患者及び軽易な患者に対する歯科治療・口腔衛生指導並びに被災住民に対する歯科

保健指導

(4)身元確認作業に関する協力

(歯科医療救護班に対する指揮命令等)

第5条 乙が派遣する歯科医療救護班に対する指揮命令及び歯科医療救護活動の連絡調整は、甲が指

定する者が行うものとする。この場合、甲が指定する者は、乙がj府宣する歯科医療救護班の意見を

尊重するものとする。

(歯科医療救護班の輸送)

第6条 甲は、歯科医療救護活動が円滑に実施できるよう、歯科医療救護班の輸送について、必要な

措置を講ずるものとする。

(医薬品等の供給)

第7条 乙が派遣する歯科医療救護班が使用する医薬品等は、当該歯科医療救護班が携行するものの

ほか、甲が供給について必要な措置を講ずるものとする。

(搬送先医療機関の確保)

第8条 甲は、災害時における医療救護活動が円滑に行えるよう、県内の歯科を有する災害拠点病院

又は後方支援病院のほか必要な搬送先医療機関に対して協力の要請を行うとともに、入院患者の収

容可能数等を把握し、乙に情報提供するものとする。

(医療費)

第9条災害現場の救護所等における医療費は、無料とする。

2 後方での収容医療機関における医療費は、原則として患者負担とする。

(研修及び訓練)

第10条 乙は、歯科医療救護に関する会員の研修に努めるとともに、甲から要請があった場合は、

甲が実施する合同訓練に協力するものとする。また、当該訓練の実施中に、傷病者が発生した場合

の歯科医療救護を併せ担当するものとする。

(実費弁償等)

第11条 甲の要請に基づき、乙が歯科医療救護活動を実施した場合に必要な次の費用は、甲が負担

するものとする。

(1)歯科医療救護班の編成及ひ派遣に必要な旅費及び日当

(2)歯科医療救護班が携行した医薬品等を使用した場合の医薬品等の実費



(3)歯科医療救護班員が歯科医療救護活動において、負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合の

扶助金

(4)救護所が設置された医療機関において、断ヰ医療救護活動により生じた施設及び設備の損傷に

ついての実費

(5)前各号に該当しない費用であって、この協定を実施するために必要とした実費

(補償)

第12条 甲は、乙が派遣する歯科医療救護班の歯科医療救護活動における事故等に対応するため、

歯科医療救護班員を傷害保険に加入させるものとし、当該保険料を負担する。

(市町村及び郡市区歯科医師会との調整)

第13条 甲は、災害対策基本法及び市町村地域防災計画等に基づき市町村が実施する歯科医療救護

活動が、この協定に準じて郡市区断ヰ医師会の協力を得て円滑に実施されるよう、市町村に対して

必要な調整を行うものとする。

2 乙は、前項の規定による市町村の歯科医療救護活動が円滑に実施されるよう、郡市区断ヰ医師会

に対し、必要な調整を行うものとする。

(細目)

第14条 この協定に定めるもののほか、この協定を実施するために必要な事項は、別に甲及び乙が

協議して定める。

(協議)

第15条 この協定に定めがない事項及びこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲乙協議し

て定める。

(有効期間)

第16条 この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して1年間とする。

ただし、この協定の満了の日の1か月前までに、甲又は乙から何らの意思表示がないときは、

有効期間満了の日の翌日から起算して1年間この協定は延長され、以降同様とする。

この協定の締結を証するため、協定書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その1通を保有す

るものとする。

なお、福岡県と一般社団法人福岡県歯科医師会が平成26年3月13日に締結した「災害時の歯

科医療救護活動に関する協定書」については、本協定の締結をもって廃止する。

令和5年4月7日

甲福岡県

代表者 福岡県知事 服部誠太郎

乙公益社団法人福岡県歯科医師会

代表者 会長大山茂



i 

災害時の歯科医療救護活動に関する協定実施細目

福岡県を甲とし、公益社団法人福岡県歯科医師会を乙として、甲乙両当事者は、令和 5年

4月7日付けで締結した災害時の歯科医療救護活動に関する協定(以下「協定Jという。)第

1 4条に基づき双方協議の上、次の事項について合意した。

(歯科医療救護班の派遣要請)

，第1条 協定第2条第1項に規定する甲の乙に対する歯科医療救護班の派遣要請は、福岡県
知事(災害対策本部等)から福岡県歯科医師会長に対して行うことを原則とする。

2 派遣要請は災害発生場所、日時及び概要を明らかにした文書によって行うものとする。

ただし、緊急を要するときは電話等迅速な方法で行い、文書の提出はその後において行う

ことができる。

3 協定第2条第5項に規定する緊急やむを得ない事情とは、県災害対策本部等が設置され

ていない段階で歯科医療救護班を派遣する必要があった場合をいうが、甲の承認は、原則

として市町村からの派遣要請があった場合に限るものとする。

(歯科医療救護活動の報告)

第2条 乙は協定第2条の規定により歯科医療救護班を派遣したときは、歯科医療救護活動

終了後、速やかに、歯科医療救護班ごとの「歯科医療救護活動報告書J(第1号様式)、「歯

科医療救護班員名簿J(第2号様式)及び「医薬品等使用報告書J(第3号様式)を取りま

とめ、甲に報告するものとする。

(事故報告)

第3条 乙は、協定第2条の規定に基づく歯科医療救護活動において、救護班員が負傷し、

疾病にかかり、又は死亡したときは、「事故報告書J(第4号様式)により、速やかに甲に

報告するものとする。

(歯科医療救護班に係る実費弁償等の請求)

第4条 協定第 11条第1号及び第2号に規定する歯科医療救護班に係る費用については、

乙が各歯科医療救護班分を取りまとめ、「実費弁償請求書J(第5号様式)により甲に請求

するものとする。

2 協定第 11条第3号に規定する扶助金については、支給を受けようとする者が「扶助金

支給請求書J(第6号様式)により、乙が各歯科医療救護班分を取りまとめ、甲に申請する

ものとする。

3 協定第 11条第4号に規定する救護所が設置された医療機関における施設・設備の損傷

に係る実費については、当該医療機関が「物件損傷等報告書J(第7号様式)を添付し、乙

が各歯科医療救護班分を取りまとめ、甲に請求するものとする。

(実費弁償の額等)

第5条 協定第 11条第1号に規定する旅費の額は、職員等の旅費に関する条例(昭和32 



年8月1日福岡県条例第57号)に準じて算定した額とする。

2 協定第 11条第 1号に規定する日当の額は、災害救助法施行細則(昭和40年8月31 

日福岡県規則第44号)で定める額とする。ただし、事務職員等については、職員の給与

に関する条例(昭和 32年8月1日福岡県条例第41号)による行政職給料表1級2号に

当たる者の 1日当たりの給与相当額 (10 0円未満切り捨て)とする。

3 協定第11条第2号に規定する実費弁償の額は、使用した医薬品等に係る購入価格とす

る。

4 協定第 11条第3号に規定する扶助金の支給については、災害救助法の規定に準ずるも

のとする。

5 協定第 11条第4号に規定する実費弁償の額は、災害救助法の規定に準ずるものとする。

(支払)

第6条 甲は、前2条の規定により請求を受けた場合は、関係書類を確認の上、速やかに実

費弁償等を乙に対し支払うものとする。

上記のとおり、合意の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自

その 1通を所持するものとする。

令和5年4月7日

甲福岡県

代表者 福岡県知事 服部誠太郎

乙 公益社団法人福岡県歯科医師会

代表者 会長大山茂



第7号様式

物

物件名 損傷の種類

件損傷報

損傷の程度 数

止と
仁1

豆Eヨ王

ヨ主
Eヨ

単

歯科医療救護班名

医療機関名

{面 金 額 {蒲 考

注 1 医療機関ごとに記入すること。 2 物件名欄には、建造物、医療機械、器具及び自動車等を記入すること。 3 損傷の種類欄には、破壊、

樹員、汚染及び紛失等の種類を記入すること。 4 損傷の程度欄には、全壊、半壊、使用不能等、具体的に記入すること。 5 備考楠には、

損傷等の原因その他参考事項を記入すること。



第6号様式

扶助金支給申請書

年月

福岡県知事殿

住所

氏名

災害時の歯科医療救護活動に関する協定書第 11条第 3号の規定による扶l

金を支給されたく、別紙関係書類を添えて申請します。

氏名
年 月 日

白庁
負傷・疾

病又は死 賠訴重 所属医療救護班名
亡した者

の状況 傷病名
受傷(発病)年月日 年 月

死亡原因
死亡年月日 年 月

障害1慨 IJ i療養開始l年 月 日 治癒年月日 年 月
年月日

休業日数 年 月 日から 休業期間中における 1.有

年 月 日まで 日間 業務上の収入の有無 2.無

扶助金支給基準額
災害に際し応急措置の業務に従事した

円 にかかる損害補償の関する条例第 3~

扶助金支給申請額 円

備考

注 1 r扶助金苅会基礎額」算出の証明書類(事業主の証明又は市町村長の証明のあるもの)を付けと

と。

(療養扶助金申請の場合は不要)

2 療養扶助金申請の場合は、医師の診断書及び療養費の領収証又は請求書を付けること。

3 休業扶助金申請の場合は、診断書(休業が必要と認められる期間の記載あるもの)及む津業主U

書を付けること。

4 障害扶助金申請の場合は、医師の意見を付した障害診断書を付けること。

。遺族扶助金申請の場合は、受給順位を明らかにした書類を付けること。
6 葬祭扶助金申請の場合は、死亡診断書を付けること。

7 打切扶助金申請の場合は、療養高五品を明らかにした診断書を付けること。



第5号様式

実 費弁償請求 書

口
μ月年

福岡県知事殿

住所

氏名

年 月 日から 年 月 日

までにおける災害時の歯科医療救護活動に対する実費弁償として

次の金額を請求します。

金額 円

(実費弁償額請求明細書 別紙のとおり)



別紙

要概者

病

亡

傷

死什人一4F
 
事

氏名 j性別 男・女 年齢 歳

住所

職種 勤務先 所属医疲救護班名

傷病名 程度 重度・中等度・軽度

外来・入院 月 診療(入院)医療機関名

日)

受傷(発病)日時 年 月 日 時 分

受傷(発病)場所

死亡原因

死亡日時 年 月 日 時 分

死亡場所

状

況

」ー 」ー



第4号様式

事 故 口灰
土
ヰ
T

止
口 童日

年 月 日から 年 月 日まで

における災害時の歯科医療救護活動において、別紙のとおり

傷病

事故 者が発生したので報告します。

死亡

年 月 日

福岡県知事 殿

公益社団法人福岡県歯科医師会

代表者名
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第2号様式

歯科医療救護班員名簿

班 名 職種 Lι1 所 属 住 所 l 従事期間



第1号様式

歯科医療救護活動報告書

却玉 名 災害発生場所 医療救護活動場所 f舌 動状 j兄 {蒲 考

年 月 日 時 分~ 時 分

取扱件数 件

移送 件

検死・検索 件

年 月 日 時 分~ 時 分

取扱件数 件

移送 件

検死・検索 件

年 月 日 時 分~ 時 分

取扱件数 件

移送 件

防 E・検索 件

年 月 日 時 分~ 時 分

取扱件数 件

移送 件

検死・検索 件

年 月 日 時 分~ 時 分

取扱件数 件

移送 件

櫛 E・検索 件




